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令和６年度事業報告書 

 

１．国の施策関係 

 ・ＢtoＣ市場における消費者志向の目線に立った、生活製品の「機能」に着眼した横断的

な施策の展開（シナジー効果）、業界とのリレーションシップの向上。 

 ・外国政府との交渉、規制見直し、サプライチェーンの再構築、ＩｏＴ活用、人材育成

支援等。 

  

２．取引関係 

 ・公正な取引の実現に重点を置き、取引条件・慣行の改善に向け具体策を検討。 

 ・公正取引慣行構築等に向け「自主行動計画」等、取引適正化への取組推進。 

  

３．労務関係 

 ・染色職種技能検定制度の運用、普及。 

 ・中央職業能力開発協会への技能検定委員会委員の派遣。 

 ・「外国人技能実習の適正な実施等のための取組」推進。 

 

４．技術及び環境保全関係 

 ・ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ行動計画ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの実施。 

 ・揮発性有機化合物排出削減に関する自主行動計画の実施。 

 ・フッ素系撥水撥油剤の規制動向への対応。 

 ・繊維学会、繊維機械学会への参加、交流。 

 

５．不動産関係 

 ・現有不動産の管理運営。 

 

６・調査研究並びに資料収集 

 ・繊維統計、貿易統計等の収集、分析、提供の実施。 

 ・染協ﾆｭｰｽの発刊並びにﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの運営。 

 ・社員への各種情報提供の実施。 

 

７．関連業界との協調・連携関係 

 ・日本繊維産業連盟常任委員として事業運営、各種事業活動に参画。 

 ・日本繊維産業連盟内通商問題委員会、環境・安全問題委員会、繊維産業流通構造改革

推進協議会ﾒﾝﾊﾞｰとして、各会合に参画。 

 



令和6年度決算公告

（単位：円）

流動資産 186,801,071 流動負債 49,178,560

固定資産 181,423,639 固定負債 15,204,000

　基本財産 60,198,280 負債合計 64,382,560

　特定資産 114,935,311 指定正味財産　 　　　　         -

　その他固定資産 6,290,048 　（基本財産充当額） （　　　　-）

　（特定資産充当額） （　　　　-）

一般正味財産 303,842,150

　（基本財産充当額） 60,198,280

　（特定資産充当額） 114,935,311

正味財産合計 303,842,150

合　　計 368,224,710 合　　計 368,224,710

資産の部 負債及び正味財産の部



                

 

令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書 

一般社団法人 日本染色協会 

 

   １．国の施策の活用に関する事業 

    (1) 法令及び行政措置に関する事項 

    (2) 税制に関する事項 

    (3) 中小企業対策に関する事項 

 

   ２．取引改善等に関する事業 

    (1) 取引適正化等に関する事項 

    (2) 情報化に関する事項 

 

   ３．労務に関する事業 

    (1) 労働条件全般に関する事項 

    (2) 技能検定制度の実施に関する事項 

 

   ４．技術及び環境保全に関する事業 

    (1) 省エネルギーと地球温暖化対策に関する事項 

    (2) 環境保全対策に関する事項 

    (3) 繊維製品の安全性に関する事項（消費者対策も含む） 

    (4) その他 

 

   ５．不動産の管理運営に関する事業 

    (1) 不動産の管理運営に関する事項 

     

   ６．調査研究及び資料収集・提供に関する事業 

    (1) 組織運営に関する事項 

    (2) 繊維統計、貿易統計等に関する事項 

    (3) 関連資料・情報の収集・提供に関する事項 

 

   ７．関連業界との協調・連携関係事業 

    (1) 関連業界団体との協調・連携に関する事項 

    (2) 国際協力等に関する事項 


